富士河口湖町定住及び二地域居住促進制度の概要

町では、人口の確保及び増加を図るために、平成２５年４月１日から定住（５年以上住むこと）される意思のある方々に対しての助成制度です。

１　助成制度の内容紹介

	制度名
	内　　　　　容

	住宅建築（購入）

奨励金
	奨励金等の交付対象者

本町に定住する意思のある新規転入者で、自らの用に供する住宅を建築（購入）した者。

奨励金等の額

　４０万円を限度額とする。

実施時期

　平成２５年４月１日以降の住宅建築（購入）者から適用


２　制度の目的

　この制度は、富士河口湖町の人口の確保及び増加を図るため、定住の促進に必要な措置を講ずることにより、富士河口湖町の活性化並びに住民福祉の向上及び美しい住環境づくりの推進に寄与することを目的とします。

３　制度の特色

　家族構成の要件を設定することにより、真に若者稼動世代の定住、人口の増加を図るという本来の目的達成のために有効かつ適切な制度として、さらにまた小中学校の児童生徒数の確保・増加対策の一環として充実させ、町の活性化と財政健全を推進するものです。

４　交付要件（以下の要件すべてに該当すること）

（1） 定住　永住の意思をもって町内に居住（住民登録をし、生活の本拠が町内にあること）することをいう。５年以上居住することをいう。

（2） 新築住宅　自己の居住のために新たに建築した建物で、建築後一度も入居していない住宅をいう。この場合、住宅の増築、改築及び移築は含まれない。

（3） 転入者　町外から町に転入してくる者（ただし、町を転出してから５年未満の者は除く）で同居する配偶者をいう。本町出身者で、転出してから５年以上経過し本町に転入してくるＵターン者も対象となる。

（4） 自治会加入者　町内ある自治会の組織に加入するもの。
５　助成制度の期限

　この制度は、平成３３年３月３１日限りです。ただし、そのときまでに協議が終了し、認可されている場合は適用されます。

· 申請期限　住宅の取得又は転入日（住民票の定住日）から６箇月以内に

· 奨励制度を利用される方は、事前（認定申請の提出）に相談下さい。

【担当・問い合わせ先】　富士河口湖町政策財政課　企業誘致・まちづくり推進係

〒４０１－０３９２　山梨県南都留郡富士河口湖町船津１７００番地

電話０５５５－７２－１１２９　　ＦＡＸ０５５５－７２－０９６９

様式第1号（第4条関係）
平成　　年　　月　　日

富士河口湖町長　　　　　　　殿

	申請者
	

	住所
	〒　　　　

富士河口湖町

	氏名
	　  　　　　　　　　 　　  印

（　　歳）

	電話
	


富士河口湖町新築住宅建築等奨励金認定申請書

　富士河口湖町定住促進に関する条例第４条の規定による奨励金の適用を受けたいので、同条例施行規則第４条第１項の規定により、下記のとおり申請いたします。

記

	事業名
	新築住宅建築等奨励金

	申 請 内 容
	宅地購入（予定）年月日
	平成　　　　年　　　　月　　　　　日

	
	宅地の地番
	富士河口湖町

	
	購入地の面積
	㎡（　　　坪）

	
	購入価格（予定）
	　　　　　　　　　　　　　　　　    円

	住宅建設計画
	建築予定年月日
	平成　　　　年　　　　月　　　　　日

	
	予定建築費
	円

	
	建築規模（床面積）
	㎡（　　　坪）

	
	居住予定人数
	　　　　人

（家族構成（年齢）　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　

	その他特記事項

転入状況　転入前の住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　転入年月日　　平成　　年　　月　　日

（※未転入の場合転入予定日を記入）
添付書類　定住誓約書

　　　　　その他町長が必要と認めたもの（位置図・案内図等）




誓　　　約　　　書

　私は、富士河口湖町定住促進に関する条例に基づく奨励金の認定申請にあたり、同条例の目的を理解のうえ、永住又は５年以上町内に定住することを誓約いたします。

　なお、奨励金の交付決定に至った資格要件を欠いたとき、又は偽りその他不正行為により奨励金を受けたときは、町長の命令に従い、既に受けた奨励金の全部又は一部を返還いたします。

平成　　年　　月　　日

富士河口湖町　    　　　　殿

	申請者
	

	住     所
	

	氏     名
	印


	連帯保証人
	

	住      所
	

	氏      名
	印


※　連帯保証人は、申請者と同居する者以外の者とする。ただし、町長が特に認めた場合は、これ以外の者でも可とする。
